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2024 年 11 月 1 日、特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（以下「フリーランス保護法」といい

ます。（※1））が施行されました。 

 

今般、同法施行後初めて、同法第 22 条（※2）に基づく指導が行われたので、解説します。 

 

なお、同法については、以下のニューズレターにおいても解説しています（ただし、解説当時の情報に基づく

ものです）。 

⚫ 適用範囲及び基本的な用語：フリーランス保護法の概要（1）－適用範囲－ 

⚫ 取引の適正化に関する規制：フリーランス保護法の概要（2）－取引の適正化に関する規制－ 

⚫ 就業環境の整備に関する規制：フリーランス保護法の概要（3）－就業環境の整備に関する規制－ 

⚫ 施行予定日、施行令等の概要：フリーランス保護法の施行予定日、施行令等の案の公表 

 

 

（※1）「フリーランス法」「フリーランス新法」「フリーランス・事業者間取引適正化等法」との略称が用い

られることもありますが、本ニューズレターにおいては「フリーランス保護法」といいます。 

（※2）第 22 条「公正取引委員会及び中小企業庁長官並びに厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があ

ると認めるときは、業務委託事業者に対し、指導及び助言をすることができる。」 

 

１．指導の概要 

2025年 3月 28日、公正取引委員会は、フリーランス保護法第 22条に基づき、45名の事業者に対して、契約書

や発注書の記載、発注方法、支払期日の定め方等の是正を求める指導を行ったことを発表しました。（※3） 

この指導は、フリーランスとの取引が多い業種であるゲームソフトウェア業、アニメーション制作業、リラク

ゼーション業及びフィットネスクラブの事業者について集中的に調査を行った結果として行われたものです。 

 

https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20240219freelance/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20240329freelance/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20240913freelance/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20240419freelance/
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指導の対象となった主な事例は、①取引条件の明示義務違反（同法第 3条違反）及び②期日における報酬支払義

務違反となるおそれ（同法第 4条違反のおそれ）に関するものです。特に、①取引条件の明示義務違反について

は、発表された事例の大半がこれに該当していました。 

以下の（1）及び（2）では、上記①及び②のそれぞれについて、具体的に違反又は違反のおそれがあると指摘

された事項を概観します。 

 

（※3）公正取引委員会「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律に基づく指導について」、公正取

引委員会「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律に基づく指導について（指導概要）」 

 

（1）取引条件の明示義務違反 

「指導の対象となった主な事例」（※3 参照）における指摘事項は以下のとおりです。 

⚫ 「給付を受領する期日」を明示していない。 

⚫ 「役務の提供を受ける期日」を明示していない。 

⚫ 「役務の提供を受ける場所」を明示していない。 

⚫ 「報酬の額」を明示していない。 

⚫ 「報酬の支払期日」を明示していない。 

⚫ 「検収完了日」を明示していない。 

⚫ 個々の業務委託の発注時において、共通事項（基本契約書）との関連性（参照元）を明示していない。

（※4） 

⚫ 業務委託が開始された後に取引条件の明示を行っており、業務委託をした場合の明示を「直ちに」行って

いない。（※5） 

 

（※4）発注事業者（業務委託事業者）は、共通事項がある場合（基本契約を締結している場合）に、あらかじ

め共通事項を示したときは、その共通事項を個々の発注の都度明示する必要はないものの、個々の発注におけ

る 3条通知には、あらかじめ明示した共通事項との関連性を記載する必要があります（公正取引委員会規則第 3

条、解釈ガイドライン 13 頁）。なお、共通事項の明示にあたり、当該共通事項が有効である期間を併せて明示

する必要があるため（解釈ガイドライン 13 頁）、この点も留意が必要です。 

（※5）発注事業者（業務委託事業者）は、「業務委託をした場合」に「直ちに」取引条件の明示を行わなけれ

ばなりません（同法第 3 条 1 項）。「業務委託をした場合」とは、発注事業者（業務委託事業者）とフリーラ

ンス（特定受託事業者）との間で業務委託をすることについて合意した場合をいい、「直ちに」とは、すぐに

という意味であり、一切の遅れを許さないことをいいます（解釈ガイドライン 7 頁）。 

 

（2）期日における報酬支払義務違反となるおそれ 

「指導の対象となった主な事例」（※3 参照）における指摘事項は以下のとおりです。 

⚫ 報酬の支払期日を請求書提出日を基準に設定している、請求書の提出が遅れた場合に報酬の支払いが遅れ

る旨の定めをしている。（※6） 

⚫ 報酬の支払期日を検収日を基準に設定している。（※6） 

⚫ 報酬の支払期日を「請求書受領月の翌月末日」と設定している。（※6） 

⚫ 報酬の支払期日を「翌月 10日まで」と記載しており具体的な期日を特定していない。 

 

（※6）上記公正取引委員会の発表資料（※3 参照）において、給付を受領した日から 60 日以内に報酬を支払わ

ない場合、期日までの報酬支払義務違反となるおそれがあることが指摘されています。 

 

 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/mar/file/250328_kouhyo_01.pdf
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/mar/file/250328_kouhyo_02.pdf
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/mar/file/250328_kouhyo_02.pdf
https://www.jftc.go.jp/fllawjftcrules.html
https://www.mhlw.go.jp/content/001259281.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001259281.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001259281.pdf
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２．指導を踏まえた対応等 

上記 1（1）及び（2）の指導の対象となった事項は、いずれも、契約書又は発注書の記載によって事前に対応

することができた事項です。他方で、フリーランスとの契約書又は発注書において、上記各指摘事項と同様の

定め方になっている例はまだあるものと存じます。 

発注事業者においては、フリーランス保護法の規制に適合した契約書又は発注書のひな型を整備することや、

契約書等のレビューの過程で同法に違反していないかをチェックすることが重要です。 

同法の解釈・運用については、同法、同法施行規則等のほか、解釈ガイドライン、Q&A、パブリックコメン

ト、さらに定期的に更新される公正取引委員会の youtube 配信など、確認するべき資料が多岐にわたるため、

弁護士から適宜助言を受けて検討するべきものと考えられます。 

 

なお、今回はフリーランス保護法第 22 条に基づく指導であり、勧告や命令ではないため、罰金刑や公表に直結

するものではありません。もっとも、発表資料（※3 参照）では、公正取引委員会は、同法に違反する疑いのあ

る行為を行っている事業者やその業種に関する情報収集を積極的に行っている旨が記載されており、近時、公

正取引委員会は下請法違反の勧告・公表も行っていることから、留意が必要です。 

 

 

３．（参考）勧告の場合にも公表リスクあり 

フリーランス保護法違反は勧告、命令（勧告にしたがわない場合）の対象となり、命令がなされた場合には公

表されることがあります（同法第 8 条、第 9 条、第 18 条、第 19 条）。 

 

2024 年 10 月 1 日、公正取引委員会は、取引の適正化に関する規制違反に係る対応について、概要以下を発表

しました。（※7） 

⚫ 公正取引委員会は、勧告を行った場合、事業者名、違反事実の概要、勧告の概要等を公表する。 

⚫ 公正取引委員会は、命令を行った場合、事業者名、違反事実の概要、命令の概要等を公表する。 

⚫ 公正取引委員会は、フリーランス保護法の運用状況等を公表する場合等において、必要に応じて、指導及

び助言の概要等を公表することがある。 

⚫ 公正取引委員会は、同法第 6条 1項の規定に基づく申出に係る情報を厳格に管理し、秘密保持の徹底に努

め、また、同条 3項の規定に違反する行為については厳正に対処していく。（※8） 

 

特に、「勧告を行った場合」においても、事業者名等を公表する方針が示されたことは重要です。発注事業者

においては事業者名等が公表されるリスクは重大であるため、勧告に至らないようにする必要があります。 

今回の指導の前に行われた調査の結果、同法第 5 条の禁止行為（買いたたきの禁止等）の事実は認められてお

りませんが、仮に禁止行為の事実が認められていれば、勧告に至っていた可能性があります。発注事業者にお

いては、上記対応方針に鑑み、フリーランスとの取引における適法性について十分に留意する必要がありま

す。 

 

（※7）公正取引委員会「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律第 2 章違反事件に係る公正取引委

員会の対応について」 

（※8）同法第 6 条 1 項は、フリーランス（特定受託事業者）が同法違反の事実を公正取引委員会等に申し出る

ことができる旨の規定であり、同条 3 項は、発注事業者（業務委託事業者）が当該申出を理由として、当該フ

リーランスに対して取引の数量の削減、取引の停止その他の不利益な取扱いをしてはならない旨の規定です。 

 

 

４．小括 

公正取引委員会等のフリーランス保護法違反に対する対応の動向については今後も十分に注意する必要があ

ります。発注事業者においては、まずはフリーランスとの契約書及び発注書の記載事項につき、同法の規制

からみて漏れがないようにすることが重要と考えられます。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/oct/241001_freelance2.pdf
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/oct/241001_freelance2.pdf
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以 上 

 

ニューズレターの配信登録はこちらです。 

バックナンバーはこちらでご覧いただけます。  牛島総合法律事務所 
https://www.ushijima-law.gr.jp/ 

 

https://go.ushijima-law.gr.jp/l/1049932/2024-01-15/28wn
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/
https://www.ushijima-law.gr.jp/

